
別 表 
 
 

特 殊 物 品 売 払 事 務 専 決 範 囲 
 
 

 

区 分 
財務事務所長及び旧軍港市所在出張所長で 

ある契約等担当職員 

 

その他の出張所長である契約等担当職員 
 

摘 要 

 

 

 
売

払 

 

一般競争契約 
 

予定価格 
 

1,000 万円以下 
 

予定価格 
 

500 万円以下 
 

 

指名競争契約 

 

予定価格 

 

500 万円以下 

 

予定価格 

 

300 万円以下 

 

随意契約 
 

予定価格 
 

200 万円以下 
 

予定価格 
 

100 万円以下 

注 専決範囲は、最大限を示すものであるから、各財務局長は、この範囲内で実情に応じて定めるものとする。 
 
 

様式第１号 
 

 
財 務 局 特 殊 物 品 売 払 実 績 報 告 書 

 
 

（令和 年度第 四半期分） 

 

 

 

○○財務事務所（○○出張所） 

 

 

細分類 

 

種類 

 

品目 
単位 

呼称 

 

数量 
売払予定 

価 格 

 

売払価格 
契約 

方式 

根拠 

法令 

売払 

年月日 

相手方住所氏名 

（名称） 

 

摘要 

     円 円      

 

（備考）財務局長は、必要に応じて報告項目を増加することができる。 



様式第２号 
 
 

財 務 大 臣 殿 

 

第 号 
 
 

年  月 日

官職氏名 

特 殊 物 品 売 払 承 認 申 請 書

下記のとおり売払いをしたいので申請する。 

１ 売払物品の内容 

分類 細分類 種類 品目 細目 規格 単位 数量 単価 価格 備考 

           

           

２ 売払予定価額 

３ 随意契約により売払いをする場合は、その相手方及びその利用計画又は事業計画（資金計画を含む。）、指

名競争により売払いをする場合は、指名した相手方及び指名した理由 

４ 指名競争に付し又は随意契約によろうとするものについては、その事由及び適用法令の条項 

５ 売払いに附帯して条件を定める場合には、その条件 

６ その他参考となる事項 

７ 添付書類 

イ 売払契約書案

ロ 評価調書 

ハ 売払申請書写 

ニ その他関係書類 



様式第３号 
 
 

財 務 大 臣 殿 

 

第 号 
 
 

年 月 日 
 

 

 
物品管理官職氏名 

 
 

特 殊 物 品 貸 付 承 認 申 請 書 
 
 

下記のとおり貸付をしたいので申請する。 

記 

１ 貸付物品の内容 

分類 細分類 種類 品目 細目 規格 単位 数量 単価 価格 備考 

           

２ 貸付けようとする物品の評価額及び貸付料

３ 貸付けの目的又は貸付けようとする理由 

４ 貸付期間その他の条項 

５ 貸付けの相手方及び利用計画図又は事業計画 

６ 無償貸付け又は減額貸付けをする必要があるとき及び指名競争又は随意契約によろうとするときは、

その事由及び適用法令の条項 

７ 貸付けに附帯して条件を定める場合には、その条件

８ その他参考となる事項 

９ 添付書類 

イ 貸付契約書案 

ロ 貸付料評価調書

ハ 貸付申請書写 

ニ その他関係書類 



様式第４号 

 

特  殊  物  品  照  合  済  証  

 

（官署名、倉庫名、所在地） 

 

照 合 
 

年 
 

月 日 
 

物 品 出 納 官 
 

立 会 員 
 

備 考 

 

年 
 

月 
 

日 
 

官職氏名 
 

官職氏名 
 

 

〃 
 

〃 
 

〃 
 

 

〃 
 

〃 
 

〃 
 

 

〃 
 

〃 
 

〃 
 

 

〃 

 

〃 

 

〃 
 



様式第５号 
 
 

物品管理官 殿 

 

第 号 
 
 

年 月 日

物品出納官官職氏名 

立 会 員 〃 

 

特 殊 物 品 現 物 照 合 済 報 告 書 
 
 

令和 年 月 日特殊物品の現物照合を実施した結果を下記のとおり報告します。 
 
 

記 

細分類 種類 品目 細目 単位呼称 帳簿数量 確認数量 差引過不足(△) 備考 

         

 

（備考）数量に過不足を生じたものについては、その理由、原因及び善後処理の内容を摘要欄は別紙に記

載して添付すること。 



様式第６号 
 

 

 

細分類   

種 類   

 

財 務 局 特 殊 物 品 増 減 現 在 高 報 告 書

（令和 年度分） 

区 分    
 

○ ○ 財 務 局 
 

 

 
品目 

 
単位

呼称 

前期末現在高 異動数量 現在高  

 
摘要  

保管 

 
貸付 

計 整理 
 

区分 

増 減 保管 貸付 計 

数量 価格 数量 価格 数量 価格 数量 価格 数量 価格 数量 価格 

                  

 
（備考） 

１ この調書は、財務局全管分について作成し、財務局（統括）、財務事務所及び出張所の分（該当のない局所の分は不要） 

を各別に内訳として添付すること。 

２ この調書は、物品分類表に基づく細分類及び種類ごと並びに次の取得原因別による区分ごとに別葉とすること。 

（１） 「交換A」国有財産特別措置法（昭和 27 年法律第 219 号）第 ９ 条の規定により交換取得した物品 

（２） 「交換B」昭和 34 年 ８ 月の水害又は同年 ８ 月及び ９ 月の風水害を受けた中小企業者に対する国有の機

械等の売払い等に関する特別措置法（昭和 34 年法律第 191 号）第 １ 項の規定により交換取得した物品 

（３） 「普通財産編入」普通財産の管理及び処分に関連して発生した資材その他の物品 

（４） 「公団引継」旧公団から引き継いだ物品 

（５） 「特殊物件」国土交通省から引継いだ物品 

（６） 「その他」上記以外の原因により取得した物品（この区分の物品については、その取得原因をできるだけ明示

するよう努めること。） 

３ 前期末現在高中「保管」及び「貸付」の欄には、価額の記載は要しない。 

４ 価額の欄には、物品管理簿又は補助簿等の帳簿に価額の記載があるものは、当該帳簿価額を記入し、当該帳簿価額がない

ものは、見積価額を記入すること。 

５ 整理区分の欄には、細則別表第９（物品管理官に係る管理区分）にかかげる整理区分を記入すること。 

６ 増減の欄には、整理区分ごとの当該数量を記入すること。 

７ 管理換のあった物品、貸付中の物品及び寄託中の物品については、それぞれ、その相手方別に数量及び価格の明細を別記す

ること。 

８ 前期末現在高の欄には、前年度末日における現在高を記入すること。 

９ 令第 43 条第 １ 項に掲げる重要な物品については、当該各欄に括弧内書とすること。 



様式第７号 
 

 

 
細分類                

種 類    

 

財 務 局 特 殊 物 品 の 処 理 状 況 報 告 書

（令和 年度分） 

区 分   
 
 

○ ○ 財 務 局 

 

品目 
単位 

呼称 

売払 廃棄  

摘要 
数量 価格 方法 数量 理由 方法 

         

 

（備考） 

１ この調書は、財務局全管分について作成し、財務局（統括）、財務事務所及び出張所の分（該当のない局所

の分は不要）を各別に内訳として添付すること。 

２ この調書は、物品分類表に基づく細分類及び種類ごと並びに様式第 ６ 号備考 ２ の区分ごとに別葉と

すること。 

３ 売払いにおける方法の欄には、一般競争、指名競争若しくは、随意契約の別及び根拠法令の条項を記入す

ること。 
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